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私の経歴

  　一橋大学商学部経営学科、早稲田大学大学院
　　　ファイナンス研究科卒業

     1999年　日本調剤株式会社入社

　　　　-予算管理・出店審査・上場準備・ＩＲ等を担当

　　　（2004年　東証二部上場）

　　　（2006年　東証一部指定変更）

  　2006年　営業推進部長　　
　　　　-店舗開発・Ｍ＆Ａ等を担当　　

  　2010年　株式会社ファーマベネフィット設立



copyright 2010 Pharma Benefit Inc. 

本日のテーマ

 　医薬分業とは 
 　業界の近況 
 　薬学生が進むべき方向性
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医薬分業の推移
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院外発行をする法的強制力は実質的には無い
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ＩＲをやっていた時に受けた質問 

Ｑ：「病院は院内処方では利益が出ないから院外に
しているのに、調剤薬局は何故利益が出るのです
か？」
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 　調剤薬局経営にかかわる要素

　 ‐調剤報酬体系
　 ‐薬価制度
　 ‐薬剤仕入価格
　 ‐各種購入価格（建物、機器等）
　 ‐人件費
　 ‐金利
　 ‐その他

公定だが、間接的に市場経済とリンクしている

市場経済と直接リンクして
いる

好む、好まざるにかかわらず、調剤薬局と経済は密接に関係
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薬剤収入（薬剤料） 技術料（調剤報酬）

薬剤原価 薬価差益 利益店舗経費

薬剤原価 粗利益店舗経費

適正利益の確保の為には
A.薬剤仕入原価の低減→スケールメリットによる購買力強化
B.高品質のサービス提供→ より付加価値の高い技術料獲得

B.付加価値の高い技術料（主に②）を獲得するためには
　　①薬剤師　一人当たり40枚以内／日の処方せん応需
　　②薬剤服用歴（薬歴）の記録・保管
　　③服薬指導の実施（お薬手帳交付、情報提供等）

・薬剤師教育の徹底 
・情報システムによる 
　質的管理の徹底、 
　業務効率化

技術料の内訳：　 
調剤基本料、調剤料、 
後発医薬品調剤体制加
算、薬剤服用歴管理指
導料、薬剤情報提供料、 
後発医薬品情報提供料 
在宅患者訪問薬剤管理 
指導料、特定薬剤管理
指導加算　等 
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 　市場環境 

　　 -医薬分業の伸び鈍化 

　　 -医療費削減策の一貫としてのジェネリック医薬品の使用促進 

　　 -　　　　　　     〃　　　　　　　　　 スイッチＯＴＣの増加傾向 

 　雇用環境 

　　 -薬学部六年制開始と薬学部の激増 

　　 -登録販売者の登場 

 　業界動向 

　　 -同業種、他業種間での再編激化

業界の近況
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 　ジェネリックは平成20年4月からマーケットが劇的に変化、つまり大幅
に使用が促進されるはずだろうと期待された。

　　最大の理由が「代替調剤の原則可」

ジェネリック医薬品



copyright 2010 Pharma Benefit Inc. 

 　平成20年9月調査比較

某社実績 薬剤師会調査 
（中医協提出資料）

調査薬局数 ２５７薬局 ４５０薬局

処方箋枚数① 約６０万枚 約５５万枚

変更可処方箋枚数割合② ５５．５％ ５９．８％

１品目でも後発品に変更した
枚数③ 

約１７万枚 約１万８０００枚

全処方箋のうち１品目でも後
発品に変更した割合③/① 

約２８．９％ 約３．４％

中医協委員の発言：「３．４％という数字は極めて低いと言わざるを得ない」



copyright 2010 Pharma Benefit Inc. 

 　「後発品使用に対する考え」（日本薬剤師会中医協提出資料より）

理由 割合

特にこだわりは無い ２０．９％

後発医薬品を積極的に患者に説明して、調剤するように取り組んでいる １２．４％

薬効によっては後発医薬品を患者に説明して、調剤するように取り組んでいる ３１．１％

後発医薬品の説明・調剤にはあまり積極的には取り組んでいない ３４．７％

無回答 ０．９％
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  ジェネリックが薬局で調剤されない経済的理由
　  -点数インセンティブが少ない

　　-在庫過多 → ロスの発生

　　-薬価差益の減少傾向

　　-薬剤師に対する教育コストの増大

    -現場での手間増大（説明・啓発等） 

　　　　→ 労務コストの増大
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  後発医薬品調剤体制加算の見直し

現行 改正後

【後発医薬品調剤体制加算】 
（処方箋の受付1回につき）　　4点 

〔施設基準〕 
　直近3ヶ月間の処方箋受付回数のうち、後発
医薬品を調剤した処方箋の受付回数の割合が
30％以上であること。

【後発医薬品調剤体制加算】 
（処方箋の受付1回につき）　　 
20％以上　　　6点 
25％以上　　13点 
30％以上　　17点 

〔施設基準〕 
　直近3ヶ月間の医薬品の調剤数量（調剤した
医薬品について薬価基準上の規格単位ごとに
数えた数量のことをいう。）のうち、後発医薬品
の調剤数量の割合がそれぞれ上記の通りであ
ること。
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薬剤師会調査 
（中医協提出資料） 
平成20年9月

中医協調査 
平成22年8月

調査薬局数 ４５０薬局 ６８７薬局

処方箋枚数① 約５５万枚 約２１万枚

変更可処方箋枚数割合② ５９．８％ ６７．０％

１品目でも後発品に変更した
枚数③ 

約１万８０００枚 約６万３０００枚

全処方箋のうち１品目でも後
発品に変更した割合③/① 

約３．４％ 約２９．９％
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 　薬事法改正のインパクト

市場規模
（推計※）

２５０億

３９００億

２０００億

（※）富士経済レポートより

薬事法改正と業界へのインパクト
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 　スイッチＯＴＣないし第一類医薬品の方向性 

　　　‐基本的には推進（保険外し＝医療費削減の一環） 

　　　-（医療費削減）額的に最も期待されるのは生活習慣病領域だが・・・ 

　　　-ドラッグストアは第一類を売る為だけに薬剤師を採用するか？
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  第1類を売る為「だけ」に薬剤師を雇用するか？

   - 日本のドラッグストア数：15,625店

   - 市場規模250億                                   6,400円/店・日

   - 営業日250日/年

   - 薬剤師時給（パート）：2000円

   - OTC粗利率：40％

結論はほぼ「NO」！では取りうる手段は？
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  各社が取りうる選択肢

  　難易度は1＜2＜3 
  　実際の動きは1＞2＞3 

国はスイッチＯＴＣ（≒第一類増加）を推進したい
はずだが、今のままでは受け皿不足

  第一類の取り扱いをやめる 
  単体での採算を度外視しても第一類も販売する 
  調剤薬局への本格展開
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  　日本では調剤薬局とドラッグストアとは別物として発展
　　　　-薬に対する意識の差
　　　　-特に皆保険制度成立以降の制度背景
　　　　-立地に対する考え方
　　　　-患者行動様式の違い　　　等

１９．７％３１．１％２４．８％２５．３％３０．５％

Ｅ社Ｄ社Ｃ社Ｂ社Ａ社

（参考）大手ドラッグストア各社の医薬品売上比率（直前決算期）
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 　調剤薬局の今後の方向性 

　　 -医療シフト：医療関連サービスとのシナジーを求める 

　　 -小売シフト：ドラッグストア、コンビニ、スーパーの領域に進出 

　　 -卸シフト：卸の傘下に入る

 　ドラッグストアの今後の方向性 

　　 -従来型規模拡大型 

　　 -高付加価値追求型（≒調剤拡大） 

　　 -小売ドメイン拡大型（≒コンビニ、スーパー等の領域に進出）

いずれにしても顧客のニーズに応える為の
仕組みづくりをした会社が勝ち


